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令和８年２月 26日  

一 般 社 団 法 人 大 日 本 水 産 会   

国立研究開発法人水産研究・教育機構  

国 立 大 学 法 人 東 京 海 洋 大 学   

生物系特定産業技術研究支援センター 

 

 

 

水産業の成長産業化に向けた連携協定の締結 

 
 
 

 

 

 
 

 

 

 

一般社団法人大日本水産会、国立研究開発法人水産研究・教育機構、国立大学法人東京

海洋大学及び生物系特定産業技術研究支援センターは、令和８年２月 26日に、連携協定を

締結しました。協定の締結に当たっては、「第 23 回シーフードショー大阪」の会場におい

て締結式を行い、大日本水産会枝元会長、水産研究・教育機構中山理事長、東京海洋大学

井関学長及び農業・食品産業技術総合研究機構久間理事長が、協定書への署名を行いまし

た。 

 

我が国の水産業は、人口減少・高齢化に伴う担い手不足や、海洋環境の変化に伴う主要

魚種の不漁など、多くの課題に直面しています。沿岸・沖合・遠洋漁業、養殖業、水産加

工業をはじめとする水産業関係者、アカデミア、行政等が一丸となって、スタートアップ

等による革新的な新技術の開発や社会実装の加速化を通じて、水産業を成長産業、持続可

能な産業に発展していくことが求められます。 

また、諸外国の動向や政策に左右されにくい強靭な水産業を実現し、食料安全保障や経

済安全保障に貢献していくことが必要です。  

これらの課題の達成に向けて、４機関が相互に連携・協力し、スタートアップ等による

新技術の開発や社会実装等の支援に取り組んでまいります。  

 

【連携協定の概要】 

１．協定の目的 

 ４機関が相互に連携・協力し、水産業に係る新技術の研究開発及び社会実装を加速化す

ることにより、水産業の成長産業かつ持続可能な産業への発展、ひいては食料安全保障に

貢献していくことを目的とする。 

 

 

お知らせ 

 

ポイント 

 本日、大日本水産会、水産研究・教育機構、東京海洋大学及び生物系特定産業技術研

究支援センター（生研支援センター）は、連携協定を締結しました。 

 本協定を通じて産業界、アカデミア及び生研支援センターが相互に連携・協力し、ス

タートアップ等による革新的な新技術の開発や社会実装を加速化することにより、水

産業の成長産業及び持続可能な産業への発展、ひいては食料安全保障に貢献していく

ことを目指します。 
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２．連携事項 

（１）水産研究・教育機構及び東京海洋大学（以下「研究機関」という。）と産業界による

共同研究等に関する事項 

（２）研究機関発スタートアップの創出・育成に関する事項 

（３）研究機関や研究機関発スタートアップが開発した新技術の事業化等社会実装に関す

る事項 

（４）水産業に係る技術・研究開発及び事業化等社会実装に精通する人材の育成に関する

事項 

（５）（１）～（４）に係る情報・データの共有・発信に関する事項 

（６）その他前条の目的の達成のために必要な事項 

 

３．有効期間 

 協定の締結日から令和９年３月 31日まで（その後は、終了の申し出がない限り、１年

間ずつ延長） 

 

 

 
 

図：４機関の連携の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究成果の社会実装に係る
マッチング支援
・スタートアップ創出への協力
・情報・データの提供・共有
・人材育成

・アカデミアと産業界の共同研究
・アカデミア発のスタートアップ創出
・情報・データの提供・共有
・人材育成

・アカデミアによる研究への協力
・スタートアップとの協業
・スタートアップの研究開発を
生かした事業化
・情報・データの提供・共有
・人材育成

アカデミア２機関 産業界

FA
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問い合わせ先                                               

（一社）大日本水産会 漁政部 

次長 竹林 徳太郎 

TEL 03‐3528‐8511  e-mail tokutaro@suisankai.or.jp 

 

（国研）水産研究・教育機構 研究戦略部 研究調整課 

課長 岡本 裕之 

TEL 045‐277‐0173  e-mail fra-kenchou@fra.go.jp  

 

国立大学法人東京海洋大学 財務部 研究推進課  

TEL 03‐5463‐4054  e-mail ke-ken@o.kaiyodai.ac.jp 

 

生研支援センター 企画情報部 企画課  

課長 岡本 博   チーム員 永井 里実 

TEL 044‐276‐8974  e-mail sh-brain_pr@naro.go.jp 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料は農政クラブ、農林記者会、農業技術クラブ、水産庁記者クラブ、川崎記者クラブ、筑波研究

学園都市記者会、文部科学記者会に配付しています。 

※生研支援センター(BRAIN)は、生物系特定産業技術に関する研究開発を、大学、高等専門学校、国立研究開発法人、民間企業等に委

託することにより実施しています。「BRAIN」は Bio-oriented technology Research Advancement InstitutioN のコミュニケーシ

ョン名です。 


